
第３４回インフォメーションミーティング 
資料編 

1 

2014年11月26日 

 



 目次 

 長野県経済の状況（３Ｐ～） 
–  ３Ｐ ＮＣＩ（景気動向指数の動向） 

–  ４Ｐ 生産動向 

–  ５Ｐ 個人消費 

–  ６Ｐ 建設投資 

–  ７Ｐ 雇用 

 各種計数の状況（９Ｐ～） 

–  ９Ｐ 長野県内における預金残高とシェア推移 

– １０Ｐ 長野県内における貸出金残高とシェア推移 

– １１Ｐ 国内貸出金平残・利回り推移（マーケット別） 

– １２Ｐ 国内貸出金平残・利回り推移（資金別） 

– １３Ｐ 長野県内の年齢別取引状況（１４年９月末現在） 

– １４Ｐ 金利感応資産の状況／アウトライヤー比率 

– １５Ｐ 与信債権の状況 

– １６Ｐ 不良債権比率・倒産確率推移 

– １７Ｐ 債務者区分別残高・先数推移 

– １８Ｐ 債務者区分の移動状況 

– １９Ｐ 与信債権保全・引当状況 Ｎｏ．１ 

– ２０Ｐ 与信債権保全・引当状況 Ｎｏ．２ 

– ２１Ｐ 貸倒引当金算定方法 

– ２２Ｐ グループ会社決算の概要 

 
2 



3 3 

長野県経済の状況：ＮＣＩ（景気動向指数の動向） 

（注１）ＮＣＩ：景気の水準（2010年＝100）を示すための指標。 

    生産指数や物価指数と同様、対前月（期、 年）何％上昇・下降したかが計測される。 

（注２）ＮＤＩ：景気の変化方向・転換点を示すための指標。 

    総合（一致）指数が基調的に一応３カ月以上連続して５０％ラインを超えていれば景気は拡張（回復・拡大）局面にあることを、逆に５０％ラインを下回っていれ 

    ば後退（下降・収縮）局面にあることを示す。 

ＮＣＩ（一致指数）の推移 ＮＤＩ（一致指数）の推移 

（資料）長野経済研究所「景気動向指数」 
 注1.シャドー部分は長野県の景気後退期を示す。 

（資料）長野経済研究所「景気動向指数」 
 注1.シャドー部分は長野県の景気後退期を示す。 
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・８月のＮＣＩ（一致指数）は、105.9と前月に比べ＋1.6ポイント低下した。基調判断のもとになる３カ月後方移動平均は前月比△0.9ポイント低下し 

  たほか、７カ月後方移動平均も同△0.4ポイントと３カ月連続で低下した。 

・ＮＤＩ（一致指数）は40.0％となり、景気判断の目安となる50.0％を２カ月ぶりに下回った。 
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長野県経済の状況：生産動向 
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（資料）経済産業省、長野県企画振興部情報政策課「鉱工業指数」
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（資料）経済産業省、長野県企画振興部情報政策課「鉱工業指数」

(全国)

(長野県)
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94.8

・８月の鉱工業生産指数は、原指数が前年同月比＋3.8％、季節調整済指数は前月比△2.7％となった。 

・原指数は６カ月連続で前年水準を上回り、季節調整済指数は２カ月ぶりに前月を下回った。内需の回復や輸出の安定推移などにより持ち

直しの動きもみられるが、一部で弱さもみられる。 

・主要業種別では、圧縮機、油圧・空気圧機械と計測機器などの生産が増えた「はん用・生産用・業務用機械工業」や、モータ等が堅調に推

移した「電気機械」などが前年水準を上回った。一方、「情報通信機械」はパソコン関連の減産等の影響から、11カ月連続で前年を下回って

いる。 
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長野県経済の状況：個人消費 

百貨店

スーパー

大型小売店売上高

0.6

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

13/9 10 11 12 14/1 2 3 4 5 6 7 8 9

（％）
県内大型小売店売上高の業態別寄与度 (前年同月比)

(資料) 当研究所｢長野県内大型小売店売上高の動向」
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県内の乗用車販売台数の推移 （前年同月比）

(資料) 長野運輸支局｢長野県における新車新規登録台数：乗用車｣

（普通車：3ナンバー車、小型車・軽自動車：5ナンバー車）

(年/月)

（乗用車合計）

（軽自動車）

(小型車)

（普通車）

（普通車）

・９月の大型小売店売上高は、前年同月比＋0.6％（売場面積調整前）となった。このうち、百貨店は同△2.7％となった。宝飾品などの雑貨は

振るわなかったものの、気温が低めで推移したことから秋物衣料が順調となり、衣料品はほぼ前年並みの売り上げとなった。スーパーは同

＋1.1％となった。食料品は、生鮮食品を中心に堅調に推移したほか、衣料品もカジュアル衣料などが売り上げを伸ばした。 

・９月の乗用車販売は、前年同月比△5.0％となり、２カ月連続で前年水準を下回った。普通車（同＋0.2％）、軽自動車(同＋0.6％)は前年をわ

ずかに上回ったものの、小型車(同△17.6％）は前年を下回って推移した。 

 



6 6 

長野県経済の状況：建設投資 
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（資料）東日本建設業保証株式会社長野支店「保証取扱高」
東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」

（県内）

（全国）
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(％) 県内新設住宅着工戸数の利用関係別寄与度（前年同月比）

持家 貸家

給与 分譲

全国伸び率 県内合計伸び率

(年/月)
（資料）長野県建設部建築住宅課、国土交通省 （注）給与：社宅、公務員住宅など

（全国）

（県内）

・ ９月の県内公共工事保証請負額は198億4,400万円で、前年同月比△0.6％と3カ月ぶりに前年水準を下回った。発注者別にみると、県（同

＋42.4％）は増加したが、国（同△5.7％）、独立行政法人等（同△63.6％）、市町村（同△4.0％）、地方公社（同△56.5％）、その他（同

△19.3％）が減少したため、全体としては前年水準を下回った。 

・ ９月の県内新設住宅着工戸数は903戸で、前年同月比△7.2％と5カ月連続で前年水準を下回った。利用関係別にみると、分譲（同＋

27.0％）は増加したものの、持家（同△7.9％）、貸家（同△15.7％）、給与（同△50.0％）が減少したため、全体としては前年水準を下回った。 
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長野県経済の状況：雇用 
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（パートタイム含む）

（資料)長野労働局職業安定部「最近の雇用情勢」

有効求人倍率

（季調値､右目盛）

新規求職者数

（左目盛）

新規求人数

（左目盛）

・９月の有効求人倍率は、前月比△0.01ポイントの1.12倍となり、 ２年１カ月ぶりに前月を下回ったものの、９カ月連続で1.0倍を上回った。 

・新規求人数（全数）は前年同月比＋9.6％となり、18カ月連続で前年を上回った。このうち常用は同＋9.2％、パートは同＋9.3％となった。産業

別では卸売業・小売業（同△3.4％）、運輸業・郵便業（同△1.9％）などで前年を下回ったものの、製造業（同＋23.2％）、建設業（同＋8.0％）な

どが上回った。 

・新規求職者数（全数）は、前年同月比△3.7％と、14カ月連続で前年を下回った。 

・常用労働者数は前年同月比＋1.2％と６カ月連続で前年を上回った。所定外労働時間は、同＋4.1％となり、19カ月連続で前年を上回り、名目

賃金は同＋0.2％で、４カ月ぶりに前年を上回った。 
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（資料）長野県企画振興部情報政策課 「毎月勤労統計調査」

（注）１．いずれも従業員規模30人以上､指数比較による対前年同月増減率

２．名目賃金はきまって支給する給与
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＜memo＞ 



長野県内における預金残高とシェア推移 

52,124  52,206  53,167  53,290  54,259  54,327  
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億円：末残ベース 
％ 

合計１６９，２３８ 合計１７２，３２３ 合計１７１，８４０ 合計１７４，９９７ 

八十二銀行 

9 注：郵貯残高は当行推定値を使用 

合計１６７，００８ 合計１６９，７９０ 



長野県内における貸出金残高とシェア推移 
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％ 億円：末残ベース 

合計５８，９２４ 合計５８，４４３ 合計５８，８８４ 合計５８，９４３ 合計５９，１２７ 合計５９，２００ 
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国内貸出金平残・利回り推移（マーケット別） 

11,755  11,312  11,220  11,096  11,100  10,681  

1.832 
1.782 

1.723 
1.651 

1.591 1.557 

1.0

1.5

2.0

0

10,000

20,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

県内一般貸 

平残 月末平均約定利回り 

％ 

16,660  16,873  17,323  17,568  17,892  

18,170  

0.832 
0.788 0.758 

0.692 
0.637 

0.591 

0.5

1.0

1.5

0

10,000

20,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

県外一般貸 

平残 月末平均約定利回り 

億円 
％ 

9,471  9,661  9,915  10,195  10,448  10,606  

2.478  
2.409  

2.330  
2.254  

2.197  
2.152  

2.0

2.5

3.0

0

6,000

12,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

消費者 

平残 月末平均約定利回り 

億円 
％ 

4,201  4,652  4,613  5,104  5,078  5,611  

1.187  
1.107  

1.066  
0.988  0.960  

0.873  

0.5

1.0

1.5

0

3,000

6,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

公共 

平残 月末平均約定利回り 

億円 
％ 

億円 

11 



国内貸出金平残・利回り推移（資金別） 

3,643  3,380  3,272  3,046  2,994  2,777  

2.154  2.126  2.090  2.061  2.030  2.012  

1.5

2.0

2.5

0

2,500

5,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

一般短期 

平残 期中平均約定利回り 

％ 

5,212  5,436  5,762  5,938  5,967  5,999  

2.284 

2.179 

2.054 
1.964 

1.903 
1.848 

1.5

2.0

2.5

0

5,000

10,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

長期変動 

平残 期中平均約定利回り 

％ 
億円 

16,189  16,231  16,662  16,752  16,945  16,729  

0.675  0.652  0.631  0.566  0.520  0.486  

0.0

1.0

2.0

0

10,000

20,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

スプレッド貸 

平残 期中平均約定利回り 

％ 
億円 

16,571  16,885  16,699  17,320  17,540  
18,266  

1.979 
1.889 

1.846 
1.756 

1.699 
1.605 

1.5

2.0

2.5

0

10,000

20,000

11/下 12/上 12/下 13/上 13/下 14/上 

長期固定 

平残 期中平均約定利回り 

％ 
億円 

億円 

12 



長野県内の年齢別取引状況（14年9月末現在） 

２０代～ ３０代～ ４０代～ ５０代～ ６０代～ ２０代以上の合計 

長野県人口構成 166千人 242千人 288千人 257千人 765千人 1,720千人 

給振者数 88千人 120千人 143千人 117千人 90千人 560千人 

給振者／人口 53％ 49％ 49％ 45％ 11％ 32％ 

預金残高 1,243億円 2,984億円 4,947億円 6,130億円 21,371億円 36,677億円 

投資型商品残高（保険除く） 11億円 105億円 289億円 551億円 2,607億円 3,566億円 

預金残高に対する割合 0％ 3％ 5％ 8％ 12％ 9％ 

個
人 

ロ
ー
ン 

住宅関連ローン残高 131億円 1,866億円 2,995億円 1,751億円 1,044億円 7,790億円 

「かん太くん」残高 15億円 40億円 57億円 49億円 26億円 189億円 

年金受給者数（60代以上） － － － － 228千人 228千人 

3,277  

3,484  

3,671  

2,000

2,500

3,000

3,500

13/9 14/3 14/9
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県内給振者の推移 

県内60歳以上年金指定者数の推移 

インターネットバンキング 

契約者数の推移（当行ＡＬＬ） 

 長野県人口 

 出所 

  長野県情報統計課 

  （１４.１０.１現在） 
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※給振者数は２０代未満も含めた全世代合計 



金利感応資産の状況／アウトライヤー比率 

債券 消費者向け貸出 事業者向け貸出 

固定（残存3年超） 11,071 4,424 3,881

固定（残存3年以内） 3,441 2,471 4,527

変動金利 1,935 3,791 18,901

0

10,000

20,000

30,000

億円 貸出金・債券金利種類内訳（14/9末） 

平均残存年数
３．２年 

平均残存年数
１．０年 

平均残存年数
４．０年 

金利ショック アウトライヤー比率 

パーセンタイル値  ３．９％ 

注１： ＡＬＭ管理ベースにつき、各計数は決算公表計数と異なる 

注２： 短期貸は変動金利に含む 

注３： ヘッジ目的の金利スワップ考慮後 

注４： 変動債は次回金利更改日を基に平均残存年数を算出 

  銀行勘定の金利リスク（アウトライヤー比率）：１４／９末 

注１： 計測は再評価方式による 

注２： コア預金は内部モデルにて算定 
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 与信債権の状況 

自己査定結果（債務者区分別） 償却・引当後 

※保証付私募債は含まず 

債務者区分 
14/9 

与信残高 
(14/3) 

14/9内訳 

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 

破綻先   47  (54) 37 9 ― ― 

実質破綻先 111 (104) 87 24 ― ― 

破綻懸念先 910 (969) 552 185 172 

要
注
意
先 

要管理先 375 (444) 48 326 

上記以外 2,228 (2,580) 861 1,366 

正常先 41,590 (40,725) 41,590 

合計 45,264 44,877 43,179 1,912 172 ― 

金融再生法開示債権 

※保証付私募債を含む 

区分 
与信 

残高 

破産更生債
権及びこれ
らに準ずる
債権 

159 

危険債権 910 

要管理債権 242 

小計 1,311 

正常債権 44,178 

合計 45,490 

銀行法における 

リスク管理債権 

区分 
貸出金 

残高 

破綻先債権 46 

延滞債権 1,006 

３カ月以上
延滞債権 

1 

貸出条件緩
和債権 

241 

合計 1,295 

対象：貸出金等与信債権 対象：貸出金等与信債権 

対象：貸出金 

15 

単位：億円 



 不良債権比率・倒産確率推移 

0

2
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6

8
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14

16
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20

09/9 10/3 10/9 11/3 11/9 12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

不良債権（金融再生法開示基準ベース）比率 

要注意先以下比率 

％ 

0

2

4

6

09/9 10/3 10/9 11/3 11/9 12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

正常先 注Ⅰ 注Ⅱ 注Ⅲ 

％ 

要注意先Ⅰ：与信先の経営上の懸念要因が潜在的に認められる等により、今後の管理に 

        注意を要する先 

要注意先Ⅱ：延滞・債務超過等与信先の経営上の重大な懸念要因が顕在化する等により、 

        今後の取引に特に注意を要する先 

要注意先Ⅲ：要管理先 
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不良債権比率の推移 半期毎倒産確率の推移 



 債務者区分別残高・先数推移 

37,740  38,448  39,442  40,275  40,725  41,590  

127,263  127,868  129,742  130,085  131,420  131,204  

100,000

130,000

160,000

0

25,000

50,000

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

正常先 

総与信 先数 

先 

3,879  3,437  3,562  3,098  3,024  2,603  

2,041  1,943  1,962  1,893  1,873  1,843  

0

4,000

8,000

0

3,000

6,000

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

要注意先 

総与信 先数 

億円 先 

1,010  1,017  967  969  969  910  

1,938  1,886  1,852  1,883  1,842  
1,777  

1,000

1,800

2,600

0

600

1,200

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

破綻懸念先 

総与信 先数 

先 

292  247  246  180  158  159  

652 617 594 
531 545 521 

0

500

1,000

0

250

500

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

実質破綻・破綻先 

総与信 先数 

億円 
先 

億円 

億円 
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 債務者区分の移動状況 
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ランクアップの状況 

ランクダウンの状況 

注： 正常先は抽出額ベース          ＝改善           ＝悪化 

正常先 要注意先Ⅰ 要注意先Ⅱ 要注意先Ⅲ 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 非抽出先

正常先 4,328 101 13 5 7 1 - 471 4,926
要注意先Ⅰ 93 654 68 9 27 - - 77 928
要注意先Ⅱ 18 47 566 21 48 - - 36 736
要注意先Ⅲ 7 7 8 137 9 - - 11 179

破綻懸念先 - 11 38 5 1,601 6 8 108 1,777

実質破綻先 1 1 2 - 48 286 1 63 402

破綻先 - - 4 - 9 9 58 39 119
計 4,447 821 699 177 1,749 302 67 805 9,067

非抽出先 395 88 78 10 93 120 56 840

今
回
自
己
査
定

前   回   自   己   査   定
計

正常先 要注意先Ⅰ 要注意先Ⅱ 要注意先Ⅲ 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 非抽出先

正常先 2,258,060 38,669 1,161 3,692 85 10 - 47,598 2,349,275
要注意先Ⅰ 14,879 109,507 8,208 3,444 854 - - 3,827 140,719
要注意先Ⅱ 1,451 6,436 66,396 4,397 2,648 - - 791 82,119
要注意先Ⅲ 2,735 1,208 1,433 30,741 1,314 - - 129 37,560
破綻懸念先 - 665 3,181 424 85,442 57 102 1,136 91,007
実質破綻先 41 39 118 - 2,283 8,570 25 91 11,165

破綻先 - - 396 - 236 118 3,612 373 4,735
計 2,277,166 156,524 80,893 42,699 92,861 8,756 3,739 53,945 2,716,582

非抽出先 32,273 9,415 2,806 648 775 442 232 46,589

前   回   自   己   査   定
計

今
回
自
己
査
定

先数 

与信額 

（先） 

（百万円） 

先数 与信額 先数 与信額 先数 与信額 先数 与信額

322 19,056 325 46,827 259 23,474 348 60,259
35 7,109 78 16,418 28 3,066 45 12,180

333 4,227 317 3,850 298 3,174 361 6,360
16 237 16 1,374 21 362 15 185

706 30,630 736 68,470 606 30,076 769 78,984

13年3月→13年9月 13年9月→14年3月 14年3月→14年9月12年9月→13年3月

注Ⅰ・Ⅱからランクアップ
注Ⅲからランクアップ
破綻懸念先以下からランクアップ

懸念～破綻の中でのランクアップ

計

先数 与信額 先数 与信額 先数 与信額 先数 与信額

546 33,979 465 24,137 430 35,524 453 25,453
143 21,259 129 20,697 131 21,757 118 13,476
14 1,646 10 2,603 5 1,876 5 424
82 4,307 52 1,217 73 2,763 66 2,637

785 61,192 656 48,654 639 61,920 642 41,990

13年3月→13年9月 13年9月→14年3月 14年3月→14年9月12年9月→13年3月

正常先からランクダウン
注Ⅰ・Ⅱからランクダウン
注Ⅲからランクダウン
懸念～破綻の中でのランクダウン

計

（先、百万円） 



 与信債権保全・引当状況 Ｎｏ.１ 

63  62  62  62  61  62  

197  

158  149  
129  123  

111  

66 67 
86 

58 55 46 

327 
289 299 

250 239 
219 

0

250

500

0

150

300

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

一般貸倒引当金の推移 

正常先 その他要注意先 要管理先 合計 

億円 

249  236  216  221  244  221  

200  
168  

158  
114  99  93  

450 
404 

374 
336 344 315 

0

250

500

0

250

500

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

個別貸倒引当金の推移 

破綻懸念先 実破・破綻先 合計 

億円 合計 

1,010  1,017  967  969  969  
910  

463  463  434  429  432  394  
249 236 216 221 244 221 

53.8 50.9 49.8 51.4 
56.6 56.2 

78.7  77.6  77.4  78.4  80.6  81.0  

0

50

100

0

800

1,600

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

破綻懸念先 

与信額 非保全額 貸倒引当金 引当率 カバー率 

292  
247  246  

180  
158  159  

200  
168  158  

114  99  93  200 
168 158 

114 99 93 

100 100 100 100 100 100 

0

50

100

0

300

600

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

実質破綻先および破綻先 

与信額 非保全額 貸倒引当金 引当率 

億円 
％ 

合計 

億円 

％ 

19 引当率：無担保部分への引当、カバー率：担保・引当を考慮したもの 



 与信債権保全・引当状況 Ｎｏ.２ 

34,544  34,958  35,706  
36,351  36,413  37,298  

21,573  21,833  22,082  22,302  22,258  22,941  

63 62 62 62 61 62 

0.29 0.28 0.28 0.28 0.27 0.27  

0.0

0.3

0.6

0

20,000

40,000

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

正常先（引当期間１２ケ月） 

与信額 非保全額 貸倒引当金 引当率 

％ 
億円 

2,279  
2,053  2,156  

1,792  1,778  
1,415  1,313  1,228  1,224  

976  902  
653  

99 76 76 61 52 39 

7.54  

6.25  6.26  6.31  5.84  6.09  

0.0

5.0

10.0

0

2,000

4,000

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

要注意先（引当期間２８ケ月） 

与信額 非保全額 貸倒引当金 引当率 

％ 億円 

1,176  
988  919  920  863  821  

485  415  370  375  361  371  

98 82 72 68 70 71 

20.28  19.74  19.67  
18.10  

19.44  19.21  
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0

1,500

3,000

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

要注意先（引当期間３６ケ月） 

与信額 非保全額 貸倒引当金 引当率 

％ 
億円 

493  472  546  440  445  376  
336  334  385  337  354  291  

66 67 86 58 55 46 

19.71  20.31  
22.51  

17.23  
15.61  15.77  

0

20

40

0

1,500

3,000

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9

要注意先（引当期間３６ケ月） 

与信額 非保全額 貸倒引当金 引当率 

％ 
億円 

20 
注：引当率＝無担保部分に対する引当率。与信債権にはオフバラを含む。正常先は国・地公体向与信を控除。 



 貸倒引当金算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 貸倒引当金算定方法の概要 

– 一般貸倒引当金   

 算定区分については、正常先１区分、要注意先３区分（その他要注意先２区分・要管理先）の合計４
区分に分類 

 引当金額については、正常先は今後１年間の予想損失額、要注意先は平均残存期間に対応する
期間の予想損失額を引当（要管理先の引当期間の下限は３年）  

 予想損失額＝与信額×無担保比率×倒産確率 

 なお、要注意先のうち、その他要注意先下位区分の非保全額１００億円以上の先および要管理先
の非保全額３０億円以上の先については原則としてＤＣＦ法による予想損失額を引当 

– 個別貸倒引当金   

 破綻懸念先債権については、算定区分をⅢ分類額（注）がある先とⅢ分類額がない（ゼロ）先に区
分し、Ⅲ分類額に対し、過去の倒産確率に基づく今後３年間の予想損失額を引当 

   （注）Ⅲ分類＝債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収見込額を控除した残額 

 なお、Ⅲ分類額１０億円以上の先については、ＣＦ法（Ⅲ分類額からキャッシュフローによる回収見
込額を控除する方法）による予想損失額を引当（Ⅲ分類額３０億円以上の先についてはＤＣＦ法とＣ
Ｆ法により算定した予想損失額のいずれか多い金額を引当） 

 実質破綻先債権・破綻先債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回
収見込額を控除した残額の１００％を引当 

– その他（一般貸倒引当金、個別貸倒引当金共通） 

 倒産確率は、過去3算定期間の平均値と全算定期間の平均値のいずれか高い方を採用 

 要管理先債権または破綻懸念先債権として前期以前にＤＣＦ法等により引当を行っていた先が、そ
の他要注意先または要管理先以上に上位遷移した場合も、原則として引続きＤＣＦ法等による予想
損失額を引当  
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 グループ会社決算の概要 
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グループ法人名 

実 績 

特記事項 営業収益 
対前年同期 

経常利益 
対前年同期 

 
 
子
会
社 

八十二ビジネスサービス 
1,001 106 

 当行からの業務受託中心で収支状況は安定。 
（  13 ）  （  37 ） 

八十二スタッフサービス 
283 13 

 主力の派遣事業収入の減少基調により、収支状況は漸減傾向で推移。 
（ -23 ） （ -9 ） 

八十二証券 
1,221 152 

 株式市場の膠着を受けて、株式・債券部門が低調に推移したため、減収減益。 
（ -496） （ -361） 

やまびこ債権回収 
226 58 

 金融円滑化の影響を背景とした受託部門の低調推移により、減収減益基調。 
（  -53） （ -88 ） 

 

 

 

 

子
法
人
等 

八十二リース 
13,036 845 

 リース成約高の伸び悩みに伴い、減収減益基調。 
（ -74 ） （  -2 ） 

八十二オートリース 
3,984 389 

 推進強化により相応の実績を確保し、前年並みを確保。 
（ 153 ） （ -125 ） 

八十二ディージーカード 
1,206 186 

 ショッピング売上手数料は増加したが、貸付金減少により、減収減益基調。 
（  -8 ） （ -18 ） 

八十二信用保証 
1,143 508 

 保証料収入は増加したが、与信関係費用の増加により、増収減益。 
（  54 ） （ -346 ） 

八十二システム開発 
912 74 

 当行からの業務受託中心で収支状況は安定。 
（ -39 ） （  -34 ） 

八十二キャピタル 
171 73 

 配当金・投資事業組合収入の堅調推移により前年並みを確保。 
（ -17 ） （ -15 ） 

（単位：百万円） 


